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 本稿では，先行研究によって構築された，それぞれの地域の住民がどこに，どの経路を通って避難すべきか，と

いった規範的な考え方に基づく最適な避難方法を検討するための数理計画モデルについて，実際の道路ネットワー

クを用いて計算を実施した結果を報告する．適用するモデルでは，避難時間の遅れを考慮するため，一般的な空間

ネットワークを時間軸に拡張した時空間ネットワーク（STEN，Space-Time Extended Network）を活用している．また，

ここでは，単一交通機関による避難を想定する．このモデルを，宮城県亘理郡亘理町の実ネットワークに適用し最

適な避難方法を検討した結果，実際のネットワークにおいても十分実務に適用できる計算時間で計算可能であった．

また，様々なケーススタディを通じ，最適津波避難計画モデルの実用性を確認した． 
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1. はじめに 
 
これまで，津波避難の際は原則徒歩と定められていた

が，東日本大震災では沿岸に津波が到達する前に避難を

始め助かった人の約半数が車避難を選択していた．その

一方で，車避難中の渋滞や道路の損傷，障害物等の問題

点もあげられており，車避難は必ずしも早く避難できる

とは限らない 1)． 
東日本大震災の経験を踏まえ，内閣府では，徒歩避難

を原則としつつもやむを得ない場合の車による避難が認

められた 2)．それに伴い，地域防災計画も地域条件に合

わせて見直す必要がある．上記のように綿密な避難計画

の策定が求められているのに対し，その具体的な計画手

法についてはまだまだ研究途上であるといえる．たとえ

ば，「車避難の限界」をどのように求めることができる

のか，そしてその限界量を改善し，より迅速な避難を実

現させるためにはどのような対策が効果的なのか．この

ような課題に対し，一定の知見を与えることができる避

難計画支援のためのツールが必要といえるだろう． 
津波避難に関して，シミュレーションモデルの構築や

シナリオ分析といった研究は多く見られるたとえば 3),4),5)．こ

れらは，避難時の状況を再現し，現象を理解するための

演繹的アプローチとしては有効である．しかし，たとえ

ばシミュレーションであれば，各個人が実際に避難した

方向に避難するため，最終的に深刻な渋滞を発生させる

こともあり，最適な避難方向を選択できていないことも

考えられる．したがって，本来各個人はどの方向に避難

すべきであるのか，つまり規範的な考え方に基づく避難

計画策定を検討することは大きな意味があると考える．

規範的に設定した避難方法を目標として参照し，演繹的

アプローチや住民の避難の事前準備によって最適解に近

づける努力をすることが重要になる． 
本稿では以上の背景を踏まえて構築された倉内 6)の津

波最適避難計画モデルを用い，宮城県亘理町を対象とし

て実際のネットワークに適用したケーススタディを検討

した結果について述べる． 
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2. 最適避難計画モデルの構築 
 
本章では，倉内 6)の時空間拡張ネットワーク（STEN，

Space-Time Extended Network）7)を活用することで時間軸を

考慮した最適避難計画モデルの定式化について概説する． 
津波最適避難計画モデルでは目的関数をすべての避難

者の避難が完了する時刻の最小化として，それぞれの地

域の住民がどこに，どの経路を通って避難すべきかを制

御変数として最適解を求める．なお，本稿では単一交通

機関での避難を想定する．求解の手順は以下の通りとな

る．まず，各リンクの所要時間 は既知であり，定数で

あるとしよう．そして，利用しうる全ての経路があらか

じめわかっていることを仮定する．このとき，避難時間

最小化のためには，できる限り所要時間の長い経路を使

わず，なおかつ全ての避難者の移動を保証すればよいこ

とがわかる．最適な避難経路を求めるには，今わかって

いる経路集合から最長の時間となる経路を順に削除して

いき，全員がぎりぎり避難可能となる経路集合を抽出す

ればよい．ここで「全員が避難可能かどうかを吟味」す

る方法としては，与えられた経路集合を用いて各リンク

の容量を超えないことを制約条件として避難時間の総和

を最少化する問題を定義し，この問題に解があるかどう

かを確認すればよい． 
 
(1) 経路集合の生成（列生成法） 

本研究で提案するモデルは，利用し得る経路が既知で

あることを前提とする．本研究では，以下に示す列生成

法 8)を用いて経路集合を生成する．これは，利用者均衡

配分の際に，最短経路探索とネットワーククローディン

グを繰り返す中で，新たに見つかった経路を順次経路集

合に付け加えていく方法である．なお，本モデルではリ

ンク所要時間を定数として取り扱うため，ネットワーク

クローディングによって新たな経路が発見されることは

ない．ただし，この方法は全ての ODペアに個別に実施

することにする．これにより多くの経路を見つけること

が可能である．以下に計算手順を示す． 
 

Step 0 ゼロフロー時を想定し，すべてのリンク

を利用可能であるとする． 
Step 1 最短経路探索を実施し，見つかった経路

を経路集合に加える．このときに最短経

路が見つからない（＝最短経路の所要時

間が無限大）の場合には，今までで得ら

れた経路群を経路集合とし，列生成を終

了する． 
Step 2 得られた経路集合を用い，以下のネット

ワーク容量最大化問題を解く． 
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Step 3 上記の最適化問題の解において，リンク

交通量がリンク交通容量と一致するリン

クを見つけ，そのリンクの所要時間を無

限大とし，1.に戻る． 
ただし， 

qw : ODペアwのネットワーク容量 
Kw : ODペアwの経路の集合 
φak :リンク-パス接続行列 
fk :経路交通量 
ca : リンク容量 
A : リンク集合 
W : ODペアの集合 

である． 
 

(2) 最適避難計画モデルの定式化 

最適避難計画モデルは，リンク容量付きの総走行時間

最小化問題として定式化する．この問題を生成された経

路集合で求め，その問題に解が存在する場合には，所定

の経路集合で避難可能である．そのため，所要時間が最

長の経路を経路集合から順次除去して最適化問題を解き，

下記の問題に解が存在する中で最長経路所要時間が最小

のものが最適解となる．そのアルゴリズムは次の通りで

ある． 

 

Step 1 列生成法で求められた経路集合について経

路所要時間を求め，この値の長い順に並べ

替える． 
Step 2 得られた経路集合を用い，以下の総走行時

間最小化問題を解く． 
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Step 3 もし上記について解があるならば，改善の

余地があるとし，現在の経路集合のうち最

も所要時間がながい経路を削除し2.に戻

る．もし解がない場合にはそのひとつ手前

の繰り返しの解が最適解である． 
ただし， 

ta : リンク所要時間 
W : ODペアの集合 

である． 
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(3) STENの構築 

以上で定式化されたモデルによって避難完了時間の最

小化を図ることができる．一方で，避難計画においては

時間軸を無視することが現実的でない．したがって，最

適避難計画モデルは動的なものである必要がある．定式

化されたモデルでは容量を超える交通量をリンクには割

り当てず，かつリンク所要時間を定数で与えることから，

一般的な交通ネットワークを時間軸に拡張したSTENを
活用する．時間帯に拡張したネットワークを用いること

で，同一経路を移動するものを別の経路として定義する

ことができる． 
 
3. 実ネットワークへの適用 
  

(1) 対象地域 

対象地域は宮城県亘理郡亘理町とした．亘理町は，太

平洋に面し海岸部は低平地が続いており，東側の海岸部

から西側の内陸部まで約5kmの距離がある．周辺に高台

もないため，徒歩での避難が困難な地域もある．東日本

大震災では，最大震度 6弱を観測し大津波に襲われた．

図-1 の津波浸水想定区域及び津波浸水実績のとおり，

町の面積の半分である 3,493ha が浸水し，最大浸水深は

約 7.3mとなった 9)．亘理町は，地域の特性や震災の経験

を踏まえ，車避難も考慮した「津波避難計画」10)を策定

した． 
 

 (2) 試算に使用したネットワーク 
STEN を用いて亘理町のネットワークにおいて試算す

る．STEN によりネットワークを拡張するため，ノード

数，リンク数が飛躍的に増加することを考慮し，実際の

ネットワークから道路を集約したネットワークを作成し

た．このとき，近隣のリンクを集約したところは，リン

ク容量を足し合わせることで，実際の道路の容量を損な

わないように配慮した．また，高速道路は災害時に避難

路として使用しないものとし，ネットワークから除外し

た．避難者は地域に居住する人口をノードに割り付けて

設定した．すなわち，本稿の避難計画は夜間人口を想定

している．以上の作業により，リンク数は往復路合わせ

て 120，ノード数 36，そのうち避難所ノードは 12，出発

地ノードは 15 の図-2 に示すネットワークを作成した．

ここで，避難所の容量は無限大を仮定する．これは，各

地域の避難者が最も避難時間が短くなるような避難所を

選択するためのものである．すなわち，各避難者がどの

方向に逃げればよいかを議論するための措置である．実

務への適用においては避難所の駐車場，および施設の容

量を考慮する必要がある． 
 

(3) 結果と考察 

a) 基本ケース 

基本ケースとして，浸水区域外の避難所（図-3中の赤

い星）のみを使用する場合について計算を行った．その

結果，避難完了時間は151分となった．図-4に示すよう

に避難開始から120分が経過したときでも広い範囲で混

雑が見られ，特に東から西へ向かうリンクで大きな混雑

が見られた．これは，避難所が西側であるため，東側に

居住する避難者が東西方向のリンクに集中し，大きな混

雑が生じたことが理由として考えられる．なお，避難所

2, 23, 24, 30は利用されておらず，避難所容量制約を加え

れば，さらに避難完了時間が大きくなることが予想され

る．したがって，東西方向のリンクの容量を増やす，コ

ントラフローにする，新たな避難所を設けるなどの混雑

緩和のための解決策が必要である．  

 
図-1 東日本大震災による津波浸水実績10) 

 
図-2 試算ネットワーク(数値は避難人数) 
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b) 乗車率を変化させたケース 

リンク混雑を緩和するため，ここでは 1台につき 2人
乗車する場合について検討する．この試算ケースは乗車

人数以外の設定を，基本ケースと同じとする．その結果

は図-5 に示すように，避難完了時間は 79 分となった．

図-5 と基本ケースを比較すると避難完了時間が短縮さ

れたが，津波到達時間が 1時間と予想されている 10)こと

を踏まえれば，対策としては不十分である．また，図-6

に示すように 1 台当たりの乗車人数を 3.0 人としても，

避難に 55 分かかるため，乗車人数以外の対策も検討が

必要である．たとえば，特に混雑するリンクの容量を増

やす，新しい道路を建設するような対策が考えられる．  
c) 避難完了時間短縮のための検討 

 ここでは，乗車人数を大きくする以外の解決策を適用

した計算結果について示す．乗車人数は 2.0 として，ネ

ットワーク条件等は基本ケースと同じである． 
まず，リンクの容量を増加させる方法について検討す

る．図-7の1)で示す桃色破線上のリンクは基本ケースに

おいて特に混雑していたリンクであり，このリンクの容

量を 2 倍にした．その結果，避難完了時間は 77 分とな

り，基本ケースと比べ2分短縮された．つぎに図-7の2)
で示す青色破線上のリンクを一方通行化(コントラフロ

ー)したときについて計算した．その結果，避難完了時

間は 77 分となり，リンク容量を 2 倍としたケースと同

じ結果となった．図-7の3)に示すリンクを新設し，使用

されていない避難所 30 に目的地を分散させる方法を検

討した．その結果も避難完了時間は 77 分となった．最

後に避難所を新しく作ることで，目的地を分散させる方

法を検討した．ここでは，新しく避難所を作る位置を図

-7 の A，B，Cの 3 地点について検討した．その結果は

いずれも 79 分となり，基本ケースと同じであった．こ

れは，避難所に向かうリンク混雑が著しいため，新しい

避難所を西側に設置しても効果が小さいことが原因であ

ると考えられる． 
 本稿における検討では，大幅な時間短縮とはならなか

ったが，いくつかの対策を組み合わせることで効果が期

待できる．また，それらの検討は本モデルを用いること

で検討が可能であることが確認できた． 
 
4. おわりに 
 

本稿では，規範的な考え方に基づく STENを用いた最

適避難計画モデルを実ネットワークに適用した．避難所

の増設やリンクの改良，道路新設などのケースで試算し

た結果を示した．本モデルは最適な避難計画を作成する

だけでなく，現状の道路ネットワークでの避難完了時間

が目標時間内にならない場合において，避難が完了でき

 
図-3 避難完了時間（基本ケース） 

 

 
図-4 避難開始120分後のリンク混雑度 

（基本ケース） 

 

 
図-5 乗車率を2.0としたときの避難完了時間 
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るような時間短縮のための対策を検討することが可能で

あることを確認できた．一方で，今回のケーススタディ

では避難完了時間を最小化可能な効率的な対策を見つけ

ることができなかった．また，全ての避難が車により行

われるという仮定も非現実的である．今後徒歩と車によ

る最適な混合避難も含め，検討を進めていく必要がある

と考える． 
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Implementation of Optimal Tsunami Evacuation Planning Model Using STEN (Space-
Time Extended Network) on Practical Network : Study Case in Watari Town, Miyagi 

 
Mari ARAKI, Fumitaka KURAUCHI and Satoshi SUGIURA 

 
This paper reports the results of implementing the formerly developed mathematical model minimizing the time to 
finish the evacuation based on the prescriptive assumptions onto the real road network. STEN (Space-Time Extended 
Network) has been applied to evaluate the delay in evacuation time due to capacity constraints. We applied the model 
onto the practical network of Watari Town, Watari County, Miyagi Prefecture, and sought for an optimal evacuation 
plan. The optimum solution can be obtained within a reasonable computational time, and the practability of the pro-
posed optimal evacuation planning model is confirmed through the various case studies. 

 

 
図-6 乗車人数と避難完了時間の関係 

 

 
図-7 対策の検討 
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